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要旨
　2008年に経済連携協定（EPA）に基づく外国人看護師候補者の受け入れが始まり、日本で働く外国人
看護師の存在が、関心を集めている。わが国においては、2020年の東京オリンピック・パラリンピック
を控えていることなどから、在留・訪日外国人数のさらなる増加が予測され、外国人患者にとっても安全
で安心できる医療サービス体制の充実が急務であり、多言語を扱い文化の多様性を理解できる外国人看護
師の重要性がさらに高まることが考えられる。本研究では、わが国における外国人看護師に関する文献か
ら、外国人看護師の看護実践と課題に関する検討を行った。その結果、EPAに基づく外国人看護師を受け
入れる環境や体制は整いつつあるものの、看護師国家試験合格率は依然低く、看護師資格を持たないゆえ
に母国では行えても日本では実施できない看護技術や実践が多く存在することが明らかとなった。また、
外国人看護師にとって、患者や医療者間における日本語によるコミュニケーションがもっとも困難な課題
となっていることも明らかとなった。さらに、看護師の役割や仕事、患者や家族のあり方などの文化的な
差異も課題であることがわかった。今後は、看護師国家試験合格および合格後のサポートを含めた外国人
看護師の個別性を考慮した研修等をより手厚くすることとともに、外国人看護師の母国の文化について、
日本の現場でも理解を深めることが、外国人看護師と協働し医療の質を担保するうえで重要であることが
示唆された。
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Ⅰ　はじめに
看護師の国境を越えた移動は、市場経済のグローバル化に伴って、規模や距離が拡大しており、とく
に開発途上国から先進国への移動が顕著な傾向を示している（WHO，2006）。日本では、東南アジア諸
国との自由貿易協定（Free Trade Agreement；FTA）交渉および経済連携協定（Economic Partnership 
Agreement；以下EPA）交渉をきっかけとして、日本における外国人看護師の就労が可能となった。しかし、
わが国において、外国人看護師が看護業務を行うには、日本の看護師国家試験に合格することが必須となっ
ており、来日している外国人看護師候補者は 3 年のうちに資格を取得できなければ帰国を余儀なくされる
（但し、暫時、滞在期間の延長措置がとられている過程にある）。
一方で、厚生労働省医政局（2018）は、「今後、2020年に東京オリンピック・パラリンピックを控え
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ていること、訪日外国人旅行者数は（中略）2020年に4000万人、2030年に6000万人を目標としている
ことから、（在留・訪日外国人数の）さらなる増加が予想される。このような中で、外国人患者が安全・
安心に日本の医療サービスを受けられる体制を充実させていくことがより一層求められている」と示して
いる。こうした流れの中で、日本語以外の言語を扱い、文化の多様性を理解できる外国人看護師の重要性
が今後はさらに増していくことが考えられる。しかし、わが国における外国人看護師の実際に関する研究
は多くはなく、外国人看護師が日本においてどのような看護を実践しているのか明確に示した研究は見当
たらない。そこで本研究では、わが国における外国人看護師の看護実践の現状と課題を文献検討により明
らかにしたいと考えた。
Ⅱ　研究目的
わが国における外国人看護師の看護実践の現状と課題を文献検討により明らかにし、外国人看護師が日
本においてその特性を発揮し、キャリア形成をしていくための基礎資料を得ることである。
Ⅲ　文献レビューの方法
１．外国人看護師の概念的定義
本研究では、王ら（2008）や高本（2015）による定義や記述を参考に、外国人看護師を「日本語以外
の言語を母語としている人で日本の看護師資格を持ち、かつ医療機関に勤務している看護師」と定義した。
また、厚生労働省は、EPAで来日する外国人看護師について、日本の国家試験に合格する前までは「外国
人看護師候補者」と呼んでいるため、本研究においてもこの呼称を適用することとした。
２．文献選定の条件
本研究では、文献選定のため、文献の研究年、研究テーマ、研究方法に関して以下のような条件を設定
した。
まず、研究年については、外国人看護師のわが国における就労が本格化したのが2008年のEPAに基づ
いて実施されたインドネシア人看護師候補者の受け入れが開始された時であることから、2009年以降の
文献とした。
また、研究テーマに関しては、外国人看護師に関する研究がわが国においては多くはないことから、「外
国人看護師」をテーマにしているもの全般を本研究の対象とした。
研究方法に関しては、EPAの受け入れと密接に関わっていることから、文献の中には特定の国籍の看護
師を研究対象にしたものが多く存在したが、それらも含んで本研究では扱うこととした。
３．文献検索のプロセス
国内文献については、医学中央雑誌Web版Ver.5を用いた。医中誌2009年～ 2017年、外国人看護師（会
議録除く）で104件がヒットした。
海外文献については、CINAHLを用いた。CINAHLでは「外国人看護師」は「foreign nurses」、「international 
nurses」、「immigrant nurses」などの表現がなされていた。表現は異なっているが、すべて「外国人看護師」
を示すものであるため、本研究ではすべての表現を「外国人看護師」とみなすこととした。しかし、日本
における外国人看護師を扱った英語文献はこのうちの 3 件のみであったため、その3件を検討の対象とし
た。
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Ⅳ　結果
１．選択された文献の概要
国内では、１）EPAに基づく外国人看護師の受け入れの現状に関する研究、２）外国人看護師の看護技
術の実践に関する研究、３）外国人看護師の異文化適応に関する研究、４）外国人看護師の日本での就労
を視野に入れた教育支援に関する研究、５）外国人看護師の日本の受け入れ側に対する支援に関する研究
があった。英語文献はいずれも、EPAに基づくインドネシア人看護師に関連する研究であった。
２．EPAに基づく外国人看護師の受け入れの現状
１）EPAに基づく外国人看護師の受け入れの実態
日本・インドネシア経済連携協定に基づいて2008年度から看護師候補者の受け入れが開始されたこと
を皮切りに、日本・フィリピン経済連携協定に基づいて2009年度から、日本・ベトナム経済連携協定に
基づいた交換公文により2014年度から、それぞれの国の看護師や介護福祉士の国家資格取得を目指す候
補者の受け入れが開始された。厚生労働省（2017）によると、「候補者の受入れは、看護・介護分野の労
働力不足への対応ではなく、二国間の経済活動の連携の強化の観点から、経済連携協定（EPA）に基づき、
公的な枠組みで特例的に行うものである」とされている（下線は原文のまま）。インドネシア人看護師候
補者の受け入れ要件は、インドネシアの看護師資格と実務経験 2 年、フィリピン人の看護師候補者の受け
入れ要件は、フィリピンの看護師資格と実務経験 3 年、ベトナム人看護師候補者受け入れ要件は、 3 年制
または 4 年制の看護課程修了とベトナムの看護師資格と実務経験 2 年であり、国ごとに差異はあるが、い
ずれも母国の看護師資格と実務経験が必要である。そこから、訪日前日本語研修を行い、日本語能力検定
を受験し、晴れて入国となる。訪日後は日本語や看護の導入研修等を行った後、受け入れ施設で雇用契約
に基づき就労・研修を行いながら、日本の看護師国家試験を受験し、合格すれば就労を継続することがで
きる。在留期間の上限は 3 年であるが、看護師国家試験を 3 年連続して不合格した場合には、一定の条件
を満たせば協定上の枠組みを超えて 1 年間の滞在延長が可能となり、 4 回目の看護師国家試験受験が可能
となる。この 4 回目の試験に不合格の場合には帰国となるが、帰国後も短期滞在で再度入国し国家試験を
受験することは可能である（図１）。
日本看護協会では、看護師確保対策は離職防止が基本であり、外国人看護師候補者の受け入れは看護師
不足への対応ではない旨を明示しており、医療安全、医療・看護の質保証のために、①日本の看護師国家
試験を受験して看護師免許を取得すること、②安全な看護ケアが実施できるだけの日本語能力を有するこ
と、③日本で就業する場合には日本人看護師と同等以上の条件で雇用されること、④看護師免許の相互承
認は認めないことを求めている（長江ら，2013）。
EPAに基づく候補者の受け入れは、EPAに基づくインドネシア人およびフィリピン人看護師候補者、交
換公文に基づくベトナム人看護師候補者の受け入れあっせんを行っている日本側唯一の受け入れ調整機
関である、国際厚生事業団（以下JICWELS）が担っている。JICWELSでは、候補者の円滑な受け入れや
国内労働市場への影響を考慮し、受け入れ最大人数が設定されている。2018年度の受け入れでは、イン
ドネシア、フィリピン、ベトナムそれぞれ看護師候補者は最大200人ずつと決まっている。外国人看護師
候補者を受け入れる施設は要件が定められており、受け入れ施設が 1 年間に受け入れることのできる看護
師候補者数は、候補者のメンタルヘルスケアや研修の適正な実施体制確保などの観点から、原則として 1
か国につき 2 名以上 5 名以下とされ、既に同国出身候補者が就労している施設は 1 名のみとされている
（JICWELS，2018）。
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図１　経済連携協定に基づく外国人看護師候補者受け入れの概要
２）EPAに基づく外国人看護師の受け入れの現状
EPAに基づく外国人看護師候補者の受け入れ人数は、2018年現在、累計では4700人を超える。近年で
は、平成28年度はインドネシアが46名・フィリピンが60名・ベトナムが18名　計124名、平成29年度は
インドネシアが29名・フィリピンが34名・ベトナムが22名　計85名であった。年度ごとにばらつきがあ
（厚生労働省HPより筆者一部改編）
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るものの全体的にはやや減少傾向にあるといえる。これだけの人数を受け入れているが、看護師国家試験
合格率は、平成28年度はインドネシアが11.4％、フィリピンが15.3％、ベトナムが57.1％で、平成29年
度はインドネシアが0％、フィリピンが3.6％、ベトナムが33.3％であり、EPA候補者全体の合格率は平成
28年度が18.8％、平成29年度が11.3％であった（厚生労働省，2018）。
先述したように、EPAに基づく外国人看護師候補者の受け入れの目的は労働力への対応ではない。受け
入れを行っている施設において、外国人看護師候補者を受け入れることは最高レベル責任者の意思決定に
よるものが大きく、その目的は職場の活性化、国際貢献（平野，2010）、国際交流の一環、政策への協力、
組織の活性化が主たるものであるが（古川ら，2012）、地方都市を中心に労働力不足の準備や解消を目的
としている施設も少なくはなかった（平野，2010；古川ら，2012）。しかしながら、このEPAによって
受け入れられる候補者数は限られており、看護師国家試験合格率も芳しくないことから、実際のところは
看護師需給には影響していない（松本，瀬戸，長谷川，2011）。
一方、平野（2010）は、外国人看護師候補者のうち、フィリピン人候補者はEPA枠組に応募する以前
に海外出稼ぎ経験のある者がインドネシア人候補者よりも多くみられた、と述べている。また、EPAに基
づく外国人看護師候補者の来日の目的は、フィリピン・インドネシアともに「自分のキャリアを伸ばした
いから」を挙げたものが多かったが、フィリピン人看護師候補者はキャリアアップよりも「家族を経済的
に支援したいから」と回答したものが多く、「日本はどの国よりも高い給料が稼げると思うから」を動機
とした割合が高かった。インドネシア人候補者に多くみられた回答に「日本での経験を他国で活かしたい
から」があった一方、インドネシア人候補者は経済的に困窮している人ほど「家族を経済的に支援したい
から」「インドネシアでの給与に満足できなかったから」という回答と結びつきやすい傾向にあった。こ
れらのことから、同じEPAに基づく外国人看護師として来日していても、来日動機は外国人看護師候補者
の母国の歴史や社会的背景、個人の社会経済的な状況に依存しており、外国人看護師候補者個々のニーズ
に対応するには、こうした多様性にこたえることが必要であるといえる。
３．外国人看護師の看護技術の実践
井野ら（2014）によると、看護技術のなかで、環境調整技術（ベッドメイキング、リネン交換、環境
整備）、食事援助技術（食事介助、経管栄養）、清潔・衣生活援助技術（陰部ケア、口腔ケア、行為と寝衣
交換、清拭、部分浴など）、呼吸・循環を整える技術（酸素吸入、吸引、吸入）、症状・生体機能管理技術
（バイタルサインの測定、採血）、与薬の技術（内服薬の服薬介助、点滴静脈内注射、静脈内注射、皮下注
射）は、EPAで来日した外国人看護師がひとりで実践していたが、母国で実践していた看護技術との比較
をしてみると、日本では与薬の技術のうち、シリンジポンプ操作や麻薬管理、血液製剤の投与については
未実施であることが多く、静脈内注射、皮下注射、輸液ポンプの操作、皮内注射、筋肉内注射についても
母国での実践が有意に多く行われていた。EPAで来日した外国人看護師は、全体的に日本よりも母国での
方が看護技術の実践を多く行っていた。しかし、食事介助や入浴介助・シャワー浴は母国での実施率が低
く、外国人看護師は日本で多く実践していた。これらのことから、診療の補助技術は、来日直後には有資
格者として認められないことや、外国人看護師の日本語能力不足によって、与薬時等の日本語での確認作
業等における安全が十分に保証されないと日本の看護管理者が認識しているために、実施率が低くなって
いることが推測される。
また、フィリピンにおいては、外国人看護師による直接ケアの母国での実施率が低い背景として、身の
回りの世話に対する看護の概念の違いをあげている（田中ら，2009；王ら，2007）。日本では看護師によっ
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て実施される援助が、フィリピンでは看護師は清潔の援助を家族に指示し、家族によって実施されている。
フィリピンでは、看護師は家族が行う身の回りの世話の確認や指示をする役割を持ち、実施をするのは付
き添いの家族の役割である、という文化が存在する。
一方、インドネシア人看護師候補者を対象とした調査では、環境調整技術と療養生活環境調整技術にお
いて18.2％が未経験であり、食事介助に関しては23.4％が未経験、入浴介助は60％以上が未経験のまま
来日していることが明らかにされている（石井ら，2014）。ゆえに療養上の世話はインドネシアにおいて
は看護師が行わず患者の家族が行っていることが多く、看護師はそれを補佐する程度であることがわかる。
この背景にあるのは、宗教の相違であることが推測される。フィリピン人看護師候補者の83％がカトリッ
ク信者であるのに対し、インドネシア人看護師候補者の60％がイスラム教徒で、26％がプロテスタント
信者であるという調査結果もある（平野，2010）。こうした宗教的な背景のあるインドネシア人の多数を
占めるイスラム教徒の女性は、夫以外の男性からは全身を見ることも触れられることも許されないゆえに、
清拭や入浴介助などの療養上の世話は未経験のまま来日することが推測される（戸崎，2011）。
ほかに、中国で調査をした辻村ら（2009）は、中国では看護師の業務を「医師の指示を遂行」「患者の
心身状態の観察とケアの提供」「保健・健康指導と患者教育」と規定しており、看護師は医療行為を中心
に看護技術を実践し、身の回りの援助は家族が行う、と述べている。このような文化的な差異が、外国人
看護師が母国と日本とで提供するケアの内容に影響していることがわかる。
４．外国人看護師の異文化適応
山本ら（2015）は、EPAによる外国人看護師候補者は、就労研修中に看護師として働けないことの葛
藤から看護師としてのアイデンティティの揺らぎを感じていたことを明らかにした。外国人看護師候補者
は、母国で看護師として働いた経験から患者の状態を観察しアセスメントしていても、日本人看護師に伝
えることを躊躇し、適切な行為も実施することができず、看護専門職としての技術喪失の不安を感じてい
た。また、日本の看護の特徴は傾聴で、それは母国では家族のすることであると感じていたが、外国人看
護師候補者自身は、話を聞くことができても日本語の意味が正確にわからず、寄り添いたいと願っていて
も思うようにいかないことも葛藤につながっていた。さらに、外国人看護師候補者は、病院スタッフや患
者との人間関係づくりに困難を感じ、それを乗り越えるために試行錯誤していた。また、長江ら（2013）
は、インドネシア人看護師候補者と支援する看護師双方の視点で共通していた課題は、日本語学習対策、
経済状況の認識、看護観のズレ、食べ物・宗教などの異文化理解、EPA候補者の来日する意味への困惑、
であり、これらの困惑が学習面、経済面、看護面、日常生活における文化の違いによる不安と複雑にから
みあって、職場への適応を阻害している可能性を報告している。
外国人看護師の適応の促進と阻害要因を調査したKawi&Xu（2009）によると、適応を促進する要因は、
ポジティブな労働倫理、粘り強さ、心理的・物理的な支援、アサーティブな役割を想定することを学ぶこと、
継続的な学び、の 5 つである。とりわけ、継続的な学びにおいては、外国人看護師は異文化に生活してい
ることを学びととらえ、知識や技術の向上に努め、この継続的な学びが適応を促進している。適応を阻害
する要因は、言語とコミュニケーションの能力不足、文化的生活様式の違い、支援不足、到着前後の不十
分なオリエンテーション、看護実践の違い、機会の不平等の 6 つで、もっとも差し迫った適応阻害要因は
言語とコミュニケーションに関するものであると述べている。ほかに、適応を阻害する要因として、専門
能力の育成や昇進に対する機会が外国人看護師には与えられないという指摘もある。看護管理職になった
外国人看護師はほとんどおらず、外国人看護師はそれを自分たちの民族的アイデンティティや人種差別、
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階級制医療システムに起因していると考えていた（Kawi&Xu，2009）。Fendi E&Chen CM（2016）も、
日本在住のインドネシア人看護師は国家試験合格後もコミュニケーションの問題を抱えており、言語獲
得と文化的相違の橋渡しの重要性は国際的な観点から考慮されることが必要であると述べている。Xiao, 
Willis,&Jeffers（2013）は、オーストラリアで働く外国人看護師の職場適応に影響する要因は、①適応を
制約する要因としての雇用者の支援によるビザ、②文化多様性を持つチームにおける双方向の学びと相互
適応、③適応を阻害する要因としての認識されない経験と専門知識・技能、④グループ全体の団結を阻害
する要因としての疑問視されないサブグループの規範の 4 つであることを明らかにした。
先述したように、インドネシア人看護師候補者の半数以上がイスラム教徒であり（平野，2010）、イン
ドネシア人看護師にとっては日常生活の中で宗教の重要度が最も高い（佐藤ら，2013）。インドネシアで
は、イスラム教、カトリック、プロテスタント、ヒンドゥー教、仏教のいずれかに帰属することが必要で
あることから、インドネシア人にとって宗教はとても重要な価値観となっている。一方日本においては宗
教を全く重要でないと考えている人が最も多く、イスラム教徒であるインドネシア人看護師候補者が思う
ように祈りの時間が取れずに負担を感じている。受け入れ病院の日本人看護師は、異文化を新しい風とし
て変化への起爆剤になる可能性は感じ、宗教上の配慮の必要性も理解できても、忙しい中でその配慮をす
ることは困難で、一緒にやっていくのはまだ難しいと感じている（長江ら，2013）。　
５．外国人看護師の日本での就労を視野に入れた教育支援
外国人看護師候補者支援にかかわった病院の支援看護師は、国家試験合格に向けた支援に重点を置き、
方法の工夫をしながらかかわり、外国人看護師候補者の成長過程を見守っているが、協働する者としての
視点では、外国人看護師候補者の日本語能力では、日本で看護を実践するのは難しいと認識している（中
村ら，2013）。また、国家資格取得後の支援も不十分であり、国家試験に合格した後も日本で就労する移
民看護師のニーズに焦点を当てた、中長期的な教育・サポート体制が必要である（Sato et al，2016）。
看護師国家試験に対するサポートについて、有路ら（2014）は、インドネシア人看護師として蓄積さ
れた知識や経験が、がん患者が少ない、患者のニーズが異なるなどの母国の医療事情を鑑みたものであり、
日本の国家試験受験に必要とされる知識が異なることと、蓄積された知識や経験があっても日本語を介す
るために十分に試験結果に反映されないことの 2 点を国家試験合格が困難であることの主たる要因として
挙げている。さらに、古川ら（2012）は、国家試験対策と同時に看護業務遂行に必要な日本語習得に対
する支援、とりわけ診療録作成レベルの語学に対する学習支援と学習時間の確保に対する支援が必要であ
ると述べている。
一方、高本（2015）は、外国人看護師が手続き上の支援にとどまらず、周囲の外国人看護師や外国人
看護師ネットワークからも精神的サポートを受けていることを明らかにしている。外国人看護師は同僚看
護師から誤解され、支援を得られないことはまれなことではなく、それに失望した外国人看護師は、憤り
や劣等感、屈辱感を生み出すこともあり、それは日本で働く外国人看護師に限ったことではない。また、
事前の情報不足によって、自分が日本の看護師国家試験に合格するまでは看護補助者として働くこと、す
なわち診療の補助業務を自国と同様には行えないことを十分に認識しないままに来日し、困惑するケース
もみられると高本（2015）は述べている。
６．外国人看護師の日本の受け入れ側に対する支援
EPAに基づく外国人看護師候補者受け入れについては、国際厚生事業団（以下JICWELS）が日本側の唯
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一の調整機関となっている。受け入れ希望施設は、JICWELSに求人登録申請を行い、JICWELSによる受
け入れ希望期間の要件確認を行う。JICWELSは各国の送り出し調整機関と連携して就労希望者の募集・審
査・選考を行い、現地面接と現地合同説明会を開催する。このようなプロセスを経てJICWELSを介して
マッチングを行い、外国人看護師候補者の採用が内定する。内定したら雇用契約を締結し、候補者は日本
語等研修の修了後、この雇用契約に基づいて受け入れ施設において就労・研修を開始する。この一連の過
程において、JICWELSが主催して来日後の看護導入研修や就労ガイダンス、受け入れ機関向け就労前説
明会、受け入れ施設研修担当者会議の開催、相談窓口の開設、巡回訪問、過去の国家試験問題の翻訳やe-
ラーニングなどの看護師国家試験対策などを行っており、広く開かれたサポート体制を作っている。実際
に受け入れた病院では、外国人看護師候補者受け入れ後に病院が活性化したと回答しているところほど、
外国人看護師候補者の学習意欲が高いと評価していた。また、受け入れたのは「将来看護師として戦力を
期待しているから」「職場を活性化させたいから」という病院ほど、外国人看護師候補者を受け入れたこ
とに対する評価が高かった。これらのことから、受け入れた病院では、外国人看護師候補者を将来の看護
師の戦力として期待しており、そのために本人の学習意欲が歓迎され、国家試験突破に向けて職場一丸と
なって取り組む中で職場全体が活気づくという状況がうかがえる（小川ら，2010）。古川ら（2012）は、
JICWELSと受け入れ施設の役割分担を明確にし、十分なマンパワーと教育手法や教材の開発、事例研究に
基づく知見の共有が重要であると述べている。
また、日本では受け入れ施設に看護師の現場教育を依存している現状にあるが、外国人看護師受け入れ
先進国である英国では、外国人看護師を受け入れる際には、一定の英語力、看護業務従事歴、教育歴の基
準をクリアすると、大学で行われる外国人看護師教育プログラム（20日間の必修研修と 6 か月間の臨床
実習）を受講する。これは看護師および看護の質を担保し、市民の健康と安全を守るためには研修生個々
の能力に合わせた個別性を考慮した研修が必要であることから行われている。日本においても個別の能力
に合わせた研修の必要性や、教育機関による教育制度や日本語能力などいくつもの質保証のシステム構築
の必要性が示唆されている（成瀬ら，2013）。
　
Ⅴ　考察
１．わが国の外国人看護師の看護実践の現状と課題
EPAに基づく外国人看護師候補者は、母国では診療の補助に関する援助を中心に看護師として働いてい
た。しかし、日本では看護師候補者であるがゆえに、診療の補助に関する援助を実施する頻度が母国より
も低い。これは、日本の国家資格を有しないことだけでなく、特に与薬の技術において、日本語での確認
作業は誤薬を防ぐうえで最も重要であるが、確認作業に必要な日本語能力の不足や、薬剤のダブルチェッ
ク等を同僚の看護師と行ううえでのコミュニケーション能力の不足も、診療の補助技術を実施することに
ついて不安視される要因となっていることが考えられる。
一方で療養上の世話に関する援助はどうかといえば、母国に入浴習慣がない、療養上の世話に関する援
助は24時間付き添いの家族が行う母国の文化がある、といった文化や習慣による差異から母国での経験
がほとんどないままに来日し、戸惑っている姿が明らかとなった。このことから、日本における療養上の
世話についての文化的な背景や生活行動に関わる援助についても、来日前に実践的な教育を受ける機会を
つくるなどの工夫が必要ではないだろうか。
また、どのような国で働く外国人看護師であっても、現場での患者や医療者とのコミュニケーションが
課題であることも明らかとなった。急性期の病棟で働く際にはとくに、口頭指示が飛び交う場で即座に判
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断して臨機応変に対処することが求められるが、日本語によるコミュニケーション能力なしには不可能な
臨床判断は、日本の看護管理者側の不安の要因となっていることが考えられる。回復期などの病棟におい
ては特に患者に対する保健指導が看護をするうえでは欠かせないが、やはり日本語による患者や医療者ど
うしのコミュニケーションが大きな壁となりうる。日本の看護師国家試験に合格するレベルの日本語能力
はあっても、医療の場独自のコミュニケーションをとりながら多職種と協働するのは困難だと考えている、
という受け入れ施設の看護師の言葉にもあるように（中村ら，2013）、日本語教育プログラムについても、
国家試験合格に向けてのみならず、臨床の場に応じた形で実践できるものを考えることが必要であろう。
外国人看護師受け入れ先進国では、大学等の教育機関での教育プログラムの受講を義務付けており、受
け入れ施設に教育を依存せず、研修生個々の能力に合わせたプログラムを受講できるようなシステムを整
えている。外国人看護師候補者が国家試験合格後も長く日本で就労するには、受け入れ施設に教育の全て
を依存することなく、外国人看護師候補者それぞれの母国における看護実践の状況を把握し、その経験を
もとにした個別的な教育プログラムによる臨床研修等が必要なのではないかと考えられる。
　
２．外国人看護師の定着に向けて
Kingma（2006）は看護労働の国際移動の社会経済的な意義として、マクロ的視点では余剰労働力の再
配分により世界経済の発展に寄与すること、ミクロ的視点では、個人レベルでの生活水準の向上、最新の
知識や技術の獲得、専門職としてのキャリア発達と述べている。さらにKingma（2006）は、国際移動を
する看護師は、仕事のある国への移住が最大カテゴリーではあるが、看護師とその家族の生活の質の向上
や安全を求めての移住や、キャリアアップを求めての移住、子の教育機会を目指す移住、家族の移住に伴
う移住、多くの国での経験を楽しむ移住、社会的迫害や災害によるやむを得ない移住などの様々なタイプ
に類型化されることを指摘している。外国人看護師を国際移動する看護師としてとらえると、外国人看護
師は日本で働きたい看護師であるとは限らず、グローバルな労働市場の中で移民として働くことを選択し
た人々であることがわかる。高本（2015）も「彼女達は、国際的に働く看護師であって、日本人看護師
のようになりたい看護師なのではない。看護師として国際的に開かれた労働市場で生きている彼女達の意
識と一般的な日本人の「外国人看護師」に対する意識には大きなギャップがあるのではないだろうか」と
述べている。ゆえに、日本で外国人看護師を受け入れるにあたって必要な認識のひとつに、彼女たちは世
界市場で働く看護師を目指す人々であるということがあげられる。そのうえで、日本に定着できるように
どのように働きかけていくのかを今後は考える必要がある。
また、本研究の結果から、外国人看護師と協働するには互いの国の文化や価値を理解することが必要で
あるが、忙しい中でその配慮をすることは困難で、様々な困惑と文化の違いによる不安とが複雑にからみ
あって外国人看護師の職場への適応を阻害することがわかった。筆者自身はインドネシア出身者と協働し
た経験をもつが、彼女らが働きだした当初は、車椅子やストレッチャーでの検査等への移送は看護師の仕
事ではないと拒むなどの小さなことが、個人の資質なのか文化や習慣の違いなのか曖昧なままの問題とし
て存在し、患者や同僚と険悪な雰囲気になることがたびたびあった。また、神経難病患者の体位変換は痛
みや苦痛を伴うために、患者と密にコミュニケーションをとりつつ細かな調整をすることが必要となるが、
彼女らは母国ではそのような患者に遭遇したことがなく、日本人特有の細やかな配慮を理解することが困
難であった。こうした筆者自身の経験からも、異文化の看護師どうしが協働するには、互いの国のこまか
な文化や習慣を知り、外国人看護師個々の背景を知り、それを受け入れ、多様性とどう向き合いながら協
働していくのか仕事を通して考えていくことが必要だと考える。
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Alamら（2010）は、EPAで来日した外国人看護師候補者が日本で有資格者として働けない現状に対し
て、看護師として働けないことで生じる葛藤を創造的な摩擦であると述べている。その葛藤や摩擦が、外
国人看護師候補者がこれまでに経験してきた技術的な看護ケアから人間的な看護ケアの側面に関心を移行
させており、患者のためのケアや患者に共感するケアとして外国人看護師候補者にとって新たな価値を創
造的に築いていく可能性を指摘している。平野（2010）の調査においても、外国人看護師候補者の中には、
葛藤を抱えながらも援助をすることができないかわりに時間をかけて患者とゆっくり向かい合い、患者の
話を傾聴することで、患者の関心を自分に向けようとするなど、葛藤に創造的に対処しようとする者もみ
られた。異文化の渦中で働くということには必ず葛藤を生じるが、その葛藤にどのように対処できるかと
いうことや、創造的に対処し葛藤を乗り越えられた外国人看護師は、日本での就労を継続することが推測
されることから、葛藤を乗り越えられるような周囲の環境をつくっていくことが必要であろう。
Ⅵ　おわりに
外国人看護師に関連した文献検討を通して、外国人看護師の看護実践の現状と課題および、外国人看護
師の定着に向けて異文化適応について考察した。外国人看護師は個々によって文化や宗教的な背景、看護
の経験、日本語能力やコミュニケーション能力が異なることから、個別性に配慮した環境を整えることが、
グローバルな市場で働く外国人看護師の定着につながるのではないかと考えた。これから増加することが
予測される外国人患者が、日本で安全・安心に医療サービスを受けられる体制を整える過程で、多言語を
扱い、異文化のなかで生きる外国人看護師は大きな戦力となりうる。外国人看護師が、日本で働くことを
選択し、日本の看護師と協働できる環境を整えることは、医療や看護の質を担保するうえでも重要である。
さらに、外国人看護師が日本でキャリア形成をしていくには、母国における個別の経験を基盤にして看護
師としてのアイデンティティを保ちながら、日本での経験を積み重ねていくことが必要であろう。今後は、
外国人看護師それぞれが、日本の臨床の場においてどのような看護実践や経験をしているのかを丁寧に探
究していきたい。
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